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研究成果の概要（和文）：頻発する森林火災によって膨大な地球温暖化ガスが排出されると同時に，地域住民の
生計リスクが高まっているインドネシア、スマトラ島リアウ州のルパット島を対象にして、衛星データを用いた
森林バイオマス量推定および森林火災発生確率推定研究、熱帯泥炭土壌からの二酸化炭素放出量観測、島内集落
での森林火災消火体制や制度に関する社会調査研究を行った。これらの結果を統合して同島の熱帯泥炭湿地林地
域の生態系リスク評価を行い、森林火災リスク・マネジメントのために必要な政策の要点を明らかにした。特に
集落毎に十分な予算のもとに、より的確な土地利用毎の火災防止策の適用、行動についての啓蒙活動が重要であ
ることが判明した。

研究成果の概要（英文）： Estimating the amount of forest biomass using satellite data on Rupat 
Island in Riau Province, Sumatra, Indonesia, where frequent forest fires are emitting huge amounts 
of global warming gas and increasing livelihood risks for local residents. We conducted research on 
estimating the probability of forest fire occurrence, observation of carbon dioxide emissions from 
tropical peat soil, and social research on forest fire extinguishing systems and systems in island 
communities. 
 By integrating these results, we conducted an ecological risk assessment of the tropical peat swamp
 forest area on the island, and clarified the key points of policies necessary for forest fire risk 
management. In particular, it was found that it is important to apply more accurate fire prevention 
measures for each land use, and to carry out awareness-raising activities regarding actions, with 
sufficient budget for each village.

研究分野：衛星リモートセンシング、環境影響評価、陸域生態監視
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、１）衛星画像解析から同島の火災発生数は、植林地、森林伐採跡地、乾陸湿地林、マングローブ
林、二次林、プランテーション、農地の順に少なくなり、火災発生確率はエルニーニョの発生の有無と火災防止
政策に依存することを明らかにし、２）現地観測から火災後の熱帯泥炭地表面からのCO2放出量は他の土地利用
地表面からの量より多いこと、３）社会調査から同島内の森林火災防止政策遂行上、防止策や消火制度改善のた
めの経費上の問題があることを明らかにした。これらの事実から、対象地域の土地利用状況、住民への啓蒙強
化、火災防止予算処置へ留意して、実際の地域レベルの政策を提案、実施すべきであることを明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 熱帯泥炭地域での森林火災防止の必要性 
全世界における熱帯林減少は依然として継続し，特にインドネシアでの熱帯泥炭地域での森

林開発や森林火災による森林減少が問題視されている（FAO， 2015）．Page et al．（2002）は，
インドネシア，カリマンタン島中央部に広がる熱帯泥炭地域からの二酸化炭素の放出に関する
研究を行い，熱帯泥炭地域の泥炭の消失と森林環境の悪化が莫大な量の二酸化炭素放出の原因
であり，地球温暖化を加速していると報告している．  
 熱帯泥炭地が広く分布するインドネシアでは，自国政府の熱帯泥炭地保全政策のみならず，国
際連合，世界銀行，環境 NPO や他国からの支援による幾多の熱帯林や自然環境保全を目的とす
る森林火災防止政策・プロジェクトや開発援助プロジェクトなどが行われ，インドネシア内の熱
帯泥炭林や自然生態系を保全が図られてきている．が，それらは効果的で具体的な対策や政策で
あると言えない．なぜなら，特に森林火災は，火災発生時に森林地上部と地下部の焼失により膨
大な二酸化炭素を放出するが，各政策プロジェクトの二酸化炭素の放出抑制効果の観点からは，
正確に評価されていないからである．森林火災発生に伴い放出される二酸化炭素量を正確に予
想し，森林火災が地域環境と地域社会に与える経済的損失を評価して，より効果的で具体的な対
策が講じられる必要がある． 
 
(2) 包括的な森林火災防止政策提言のための地域の生態系リスク・マネジメント 
 熱帯泥炭地域の森林火災は，単に森林が焼失することにより膨大な二酸化炭素が放出され，地
球温暖化を促進するだけでなく，地域農村部の住民は，日常的に森林からの生態系サービスの恩
恵をより大きく受けており，火災による周辺環境の悪化は，家計に直接的な影響を及ぼし，より
収奪的な自然生態系の利用がなされ，住民の生活環境がますます悪化していく負のスパイラル
が起こり，ますます周辺の森林生態系は劣化していく． 
 熱帯泥炭森林火災の予防と跡地の修復に対し，地域の自然生態系に不要な負荷を与えず，かつ
様々な社会的コストを低減するための施策が急務である．特に，家計収入の多くの部分を地域の
一次生産能（森林や農地）に依存している農村地域では，個々の地域の特性に即した，環境と家
計に同時に配慮した合理的な営農方法や地域を単位とする包括的な森林環境管理方法の構築が
求められている．そのためには森林生態系リスク・マネジメントの観点が重要である． 
本研究では，森林火災により喪失する生態系サービスのうち，地域社会と気候変動とに与える

リスクに焦点を当て，いかに地域レベルで適用可能な生態系リスク・マネジメントを構築するか
が，本研究の学術的な「問い」であり，解明を通じて森林生態系保全のためのより効果的で具体
的な政策を提案していく必要がある． 
 
２．研究の目的 
  本研究が解明を目的とする具体的な課題は下記の４点である． 
(1) 火災発生メカニズムの解明と政策評価：森林火災の多くは人為的な原因により発生す     
ると言われている．そこで，地域社会の生業構造と土地利用形態の社会的な因子に着目し，森林
火災が発生するメカニズムを明らかにし，現行の林野管理および泥炭地保全制度との乖離の詳
細を明らかにする．インドネシアの泥炭地保全政策は政策整備の途上にあり，新規性のある研究
である． 
(2) ランドスケープ環境解析と一次生産量の推定：衛星 RS 時系列観測画像データ解析と生態学
的調査を実施し，地上バイオマス量の変化を明らかにして，生態系サービスのうち，森林火災が
発生した場合の損失量の推定のため供給サービスを定量的に推定し，GIS を用いて火災発生確
率の推定を行う．森林火災発生個所と近隣集落との空間的な相関関係を GIS 解析することによ
り，森林火災発生確率空間モデルを構築し，森林火災による損失の期待値を推定して森林火災リ
スク評価を行う点に本研究の新規性がある． 
(3) 水文環境の改善を通じた炭素貯留機能向上の評価：水文環境が劣悪で火災リスクが高い場所
（例えば，火災跡地）と水文環境が良好で火災リスクが低い場所において GHG フラックスを比
較し，水文環境の改善や保全に伴う火災リスクの軽減と GHG 放出抑制効果を定量的に評価す
る．泥炭森林火災予防は喫緊の課題であり，その保全と予防に寄与する具体的な手法の提案は緊
急性が高い研究である． 
(4) 生態系リスク・マネジメントの構築と提案：上記の結果に基づき，喪失が危惧される生態系
サービスを明示し，その制度的対策と適用可能な技術を提示する．生態系サービスを定量的に評
価し，地域の社会構造の理解に基づいて地域に適用可能な政策を提言する 
 
 
 
 
 



３．研究の方法 
そこで，本研究では頻発する森林火災に

よって膨大な地球温暖化ガスが排出され
ると同時に，地域住民の生計リスクが高ま
っているインドネシア，スマトラ島リアウ
州のルパット島（図１）の熱帯泥炭地を対
象にして，①森林火災の発生メカニズムを
地域社会の生計構造と土地利用に着目し
て社会科学的視点から解明する．その上
で，森林火災が生態系サービスに与える影
響に着目し，②生態学的調査と衛星リモー
トセンシング画像と GIS とを用いたラン
ドスケープ環境解析，および森林の一次生
産量の推定を行うとともに，③水文環境の
改善による炭素貯留機能向上を評価する
ことで生態系リスク評価を行う．これらの
解析結果を統合し，④生態系サービスの損
失を低減し，家計レベルから地方行政レベ
ルの環境負荷コストが最小となる総合的
かつ合理的な生態系リスク・マネジメント
の構築と提案とを行う． 
 
４．研究成果 
 
(1) 具体的な成果 

本研究プロジェクトで行った現地調査・現地観測・データ解析結果と生態系リスク・マネジメ
ントの提案で得られた具体的な成果は次のようにまとめられる． 
① 衛星画像解析から同島の火災発生数（確率）は，植林地，森林伐採跡地，乾陸湿地林，マン
グローブ林，二次林，プランテーション，農地の順に少なくなり，火災発生確率はエルニーニョ
の発生の有無と火災防止政策に依存することを明らかにした（表１）． 
 

表 １ 土地被覆ごとの森林火災発生確率の平均と経済的損失及び森林火災の災害リスク 

 森林火災発生確率の平均

P(%) 

経済的損失(万円/ha) 森林火災の災害リスク P×Z(万円

/ha) 

  ルパット島 リアウ州 X Y Z ルパット島 リアウ州 

植林地 6．26 4．90 17．1 24．3 41．4 259．1 203．0 

プランテーション 1．27 0．87 40．5 34．6 75．1 95．4 65．2 

伐採跡地 0．94 1．24      

淡水性湿地林 0．92 0．66      

 マングローブ林 1．14 2．71 11 90 101 115．3 273．5 

  湿地林 2．15 2．28      

   水田 1．08 1．52 110 8．1 118 128．0 179．5 

混合乾燥農地 0．42 0．95 64 9．5 73．5 30．6 70． 0 
 
 
② 現地観測から火災後の熱帯泥炭地（農地）表面からの CO2 放出量は他の土地利用地表面から
の量より多いことを明らかにした．加えて，同島の泥炭林の火災により泥炭土壌面から放出量さ
れる CO2 は既往研究で報告される量と同等であり，しかも火災鎮火後も数カ月間に渡り大量の
CO2を放出し続けることを明らかにした． 
地上部の可燃物（地上部バイオマス）の量の推定を通して，森林火災が発生した場合の地  上

部バイオマスが焼失し発生する CO２の量の推定方法として，森林樹木の材積量を樹高と  胸
高直径から推算するための樹木アロメトリー式の構築する手法を開発したが，改善の余地があ
る．さらに，衛星画像解析による森林バイオマス量の推定方法は開発しきれていない． 
③ 島内の集落の長へのヒアリングによれば，集落毎に火災防止対策や消防体制が異なり，より
的確な火災防止策の適用，行動についての啓蒙活動が重要であるということが分かった．特に，
同島内の森林火災防止政策遂行上，防止策や消火制度改善のための経費上の問題があることを
明らかにした．これらの事実から，対象地域の土地利用状況，農民や地域住民への啓蒙強化，火
災防止予算処置へ留意して，実際の地域レベルの政策を提案，実施すべきであることが明らかに
なった． 



④ 現地調査，観測データを用いて，当島の森林火災による生態系リスクを土地利用毎の火災発
生確率と文献から得た各土地利用の経済価値から推定した評価すると，植林地，農地，マングロ
ーブ林，プランテーションの順にリスクが低下しており，この順に生態系リスク・マネジメント
を実施するべきと結論付けられた（表１）． 

図 2 2019年のルパット島の土地利用区分 
 
(2) 今後の課題 

本研究は環境工学的な手法で，保全が急務とされているにも関わらず，生態系管理政策が不明
確な熱帯泥炭地域の森林生態系サービスの定量的な評価を試み，同時に，地域社会学的な手法で
森林環境保全と地域社会経済の改善を図る生態系リスク・マネジメント（森林政策）を提案する
意欲的な研究であると考えられる．がしかし，今後，東南アジア熱帯林地帯での森林火災防止の
ためのより最適な火災防止政策を提案していくには次の点を追求していく必要がある． 
① 土地利用・土地被覆別火災発生確率の算出精度の向上 
 本研究プロジェクトでは，研究対象地域のルパット島（図１，図２）の土地利用・土地被覆別
に火災発生確率を，衛星画像を用いて算出した．しかしながら，火災跡地は従前の土地利用・土
地被覆と比べて可燃物が少なくなり，火災跡地の痕跡である炭化した有機物，灰や火災時の高熱
により変色した土壌が露出するなどしていて，従前の土地利用・土地被覆とは異なる土地利用・
土地被覆となっていると考えるのが妥当であろう．本研究プロジェクトでは，2017 年，2019 年
にインドネシア森林局が作成した同島の土地利用・土地被覆図を衛星画像分類のための教師デ
ータと使用したため，時系列の土地利用・土地被覆情報を利用してはいない．火災直前の土地利
用・土地被覆を把握するためには，短期間間隔での当該地域の土地利用・土地被覆変化を時系列
で捉えておく必要がある．また，火災跡地をその状態に応じて，新たな土地利用・土地被覆分類
カテゴリーとして扱う必要がある．今後，この２点の必要性について議論を進め，データ解析に
適用して，時系列土地利用・土地被覆変化を考慮した火災発生確率を算出する必要がある． 

また，年ごとに地球規模での気候，大気循環の変動（特に東南アジア地域の降水量を減少させ
乾燥化させるエルニーニョ現象発生の有無）の影響を森林火災発生数は受けているため，これら
の影響を考慮した森林火災発生確率を求める必要がある． 
② 各土地利用・土地被覆別の土壌表面からの CO2放出量の多地点での観測と対象地域全体の焼
失有機物量（地上部バイオマス量と焼失泥炭量・放出 CO２量）の平面空間分布の推定と地図化 

本研究プロジェクトでは研究対象地域のルパット島で，熱帯泥炭土壌からの CO２放出量を，
火災未経験地点と火災直後地点で現地測定した．しかしながら，この対の観測地点の土地利用・
土地被覆は，プランテーションないしは農地（アブラヤシ畑）であり，他の土地利用・土地被覆
での土壌からの CO２放出量は測定できていない．今後，他の土地利用・土地被覆の土壌からの
CO２放出量を測定し，かつ対象地域全体での土壌からの CO２放出量分布を得るために，十分な
観測地点数で観測する必要がある．今後の課題である． 
③ 対象地域の村落住民の森林や第一次産業等への家計依存度の把握（地域の自然環境の生態系
からの供給サービスの把握） 
 本研究プロジェクトでは研究対象地域のルパット島内の複数村落での村長，地方行政機関へ
のヒアリング調査，文献調査により，社会制度面からの森林火災発生の原因とメカニズムを明ら
かにした．が，当初予定していた集落の住民，農民の家計調査を通しての当該地域住民の自然環
境への経済的依存度（自然環境，生態系の住民の経済的重要性）については，コロナ・パンデミ
ックのため，十分な回数，期間の現地調査が行えなかったため，何ら情報を得ることが出来なか
った．当該地域の森林火災防止施策のステークホルダーである地域住民，農民の環境意識，森林
火災防止意識を向上させる森林火災リスク評価を取り入れた環境教育や啓蒙施策の効果を上げ
るためには，集落の住民と農民の家計調査を通じて，地域住民の自然環境への経済的依存度を把



握しておく必要がある．次期プロジェクトでは，地域住民の自然環境への経済的依存度の把握は
必須である． 
④ 対象地域の森林火災による生態系サービスの損失（リスク）のより正確な評価に基づいたス
テークホルダー間のリスク・コミュニケーションを通じた生態系リスク・マネジメントの構築と
評価 
本研究プロジェクトでは研究対象地域のルパット島の森林火災による生態系サービスの損失

（リスク）を，各土地利用・土地被覆毎の経済的価値（文献に基づく土地価格や農産品の産出高）
と衛星画像解析から求めた森林火災発生確率を用いて，森林火災による生態系サービスの損失
リスクを評価した．が，前述したように，この推定したリスクはより正確に推定する必要がある．
今後は各土地利用・土地被覆毎の経済的価値として，(a)各土地利用・土地被覆において火災に
よって地上部バイオマスが焼失することによって放出されるであろう CO2 と土壌から放出され
る CO2 の量をカーボン・トレード価格で貨幣価値に換算した経済的価値として扱ったり，(b)地
域住民の自然環境への経済的依存度（周辺の自然環境から地域住民が享受する生態系サービス
のうちの供給サービスの経済価値）を貨幣価値に換算して，火災発生によって損失する経済的価
値として扱ったり，(c) 各土地利用・土地被覆の環境価値を仮想的市場評価法で求めた価値を火
災によって損失する経済価値として扱ったりして，より正確にリスク評価することも可能であ
ろう． 
 
(3) 結論 

  頻発する森林火災によって膨大な地球温暖化ガスが排出されると同時に，地域住民の生計

リスクが高まっているインドネシア，スマトラ島リアウ州のルパット島を対象にして，衛星デー

タを用いた森林バイオマス量推定および森林火災発生確率推定研究，熱帯泥炭土壌からの二酸

化炭素放出量観測，島内集落での森林火災消火体制や制度に関する社会調査研究を行った．これ

らの結果を統合して同島の熱帯泥炭湿地林地域の生態系リスク評価を行い，森林火災リスク・マ

ネジメントのために必要な政策の要点を明らかにした．特に集落毎に十分な予算のもとに，より

的確な土地利用毎の火災防止策の適用，行動についての啓蒙活動が重要であることが判明した． 

 本研究の学術上の成果は，１）衛星画像解析から同島の火災発生数は，植林地，森林伐採跡地，

乾陸湿地林，マングローブ林，二次林，プランテーション，農地の順に少なくなり，火災発生確

率はエルニーニョの発生の有無と火災防止政策に依存することを明らかにし，２）現地観測から

火災後の熱帯泥炭地表面からの CO2 放出量は他の土地利用地表面からの量より多いこと，３）社

会調査から同島内の森林火災防止政策遂行上，防止策や消火制度改善のための経費上の問題が

あることを明らかにしたことである．これらの事実から，生態系リスク評価とリスク・マネジメ

ントが可能であり，対象地域の土地利用状況，住民への啓蒙強化，火災防止予算処置へ留意して，

実際の地域レベルの政策を提案，実施すべきであることを明らかにした．特に，インドネシア政

府が進める泥炭保全ガバナンスの現場レベルにおける持続性を制度および聞き取り調査により

検証した結果，現場レベルで実施される所得向上プログラムと火災防止プログラムの担い手が

村落内の社会的立場の高い特定の人物に偏向するエリートキャプチャの問題が生じていること

が課題として示された．また，泥炭地域に居住する人々の民族性や就業構造と導入される所得向

上プログラムとの間に乖離があり，住民間の経済格差を拡大させる要因となっている可能性が

示された．これらの結果から，持続可能な泥炭保全を実現するためには，地域の就業構造に適し

たプログラムの重要性と，それがなされない場合にプログラムの導入が逆効果を生み出す可能

性があることを明らかにした． 

以上の結果を踏まえて，ルパット島の森林火災に伴う生態系リスク・マネジメントの在り方を

考えると，「同島の生態系の長期的な経済的損失（生態系リスク）を防ぐ施策の対象の土地被覆・

土地利用は，植林地，マングローブ林，水田，プランテーション，混合乾燥農地の順であり，そ

れぞれに最適な防止策を取る必要がある．その際には，施策実施上の経費上の配慮をする必要が

ある．同時に，農民や地域住民への森林火災防止の啓蒙強化，環境教育を行う」という方針が提

案できる．以上、まとめると，「同島の生態系の長期的な経済的損失（生態系リスク）を防ぐ施

策の対象の土地被覆・土地利用は，植林地，マングローブ林，水田，プランテーション，混合乾

燥農地の順であり，それぞれに最適な防止策を取る必要がある．その際には，施策実施上の経費

上の配慮をする必要がある．同時に，農民や地域住民への森林火災防止の啓蒙強化，環境教育を

行う」という方針が提案できた．なお，具体的な防止計画については，今後，更なる現地調査を

行って，明確にしていく必要がある． 

 最後に，本研究は環境工学的な手法で，保全が急務とされているにも関わらず，生態系管理政

策が不明確な熱帯泥炭地域の森林生態系サービスの定量的な評価を試み，同時に，地域社会学的

な手法で森林環境保全と地域社会経済の改善を図る生態系リスク・マネジメント（森林政策）を

提案する意欲的な研究であると考えられる．がしかし，今後，東南アジア熱帯林地帯での森林火

災防止のためのより最適な火災防止政策を提案していくには，第４章 4-2)で考察した課題を追

求していく必要がある． 
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